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ス
、
食
料
品
等
価
格
高
騰
緊

急
支
援
交
付
金
に
加
え
、
対

象
を
住
民
税
均
等
割
の
み
課

税
世
帯
約
４
０
０
世
帯
と

し
、
１
世
帯
当
た
り
２
万
円

を
支
給
す
る
も
の
。

■
総
合
セ
ン
タ
ー
関
連
工
事

請
負
費
　
　
２
７
９
２
万
円

■
事
務
什
器
等
備
品
購
入
費

　
　
　
　
　
１
９
６
９
万
円

■
教
育
委
員
会
移
転
に
伴
う

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
設
定
委
託
料

　
　
　
　
　
　
４
５
１
万
円

■
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
改
修
工
事

請
負
費
　
　
　
１
０
７
万
円

　
前
記
４
件
は
、
来
年
度
か

ら
教
育
委
員
会
が
町
総

合
セ
ン
タ
ー
へ
移
転
に

伴
う
運
搬
や
同
セ
ン

タ
ー
の
改
修
、
各
種
設

備
工
事
、
事
務
什
器
等

の
備
品
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築
な
ど
の
必
要

な
経
費
を
計
上
し
て
い

る
。

教
育
委
員
会 

来
年
度

か
ら
佐
賀
に
移
転

■
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社
補
助

金
　
　
３
億
４
５
４
１
万
円

　
本
年
度
、
国
の
脱
炭
素
先

行
地
域
に
採
択
さ
れ
た
こ
と

に
よ
り
、
活
用
が
で
き
る
有

利
な
交
付
金
事
業
で
あ
る
地

域
脱
炭
素
移
行
、
再
エ
ネ
推

進
交
付
金
事
業
に
係
る
経

費
。

　
本
年
度
の
主
な
事
業
は
、

公
共
施
設
等
へ
の
太
陽
光
発

電
設
備
、
蓄
電
池
の
導
入
、

ま
た
、
発
電
設
備
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
す

る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
の
設

計
、導
入
を
計
画
し
て
い
る
。

■
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社
出
資

金
　
　
　
　
　
５
１
０
万
円

　
地
域
脱
炭
素
移
行
、
再
エ

ネ
推
進
交
付
金
事
業
を
推
進

す
る
に
当
た
り
、
設
立
予
定

の
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社
に
対

し
、
株
式
の
過
半
数
を
保
有

す
る
た
め
の
資
金
を
出
資
金

と
し
て
予
算
計
上
す
る
も

の
。

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社

                

設
立
へ

新
会
社
の
株
式

　
　
過
半
数
保
有
を

新エネルギー会社へ
　      補助金３億５千万円
脱炭素先行地域の関連事業始まる黒潮町総合センター（右奥には佐賀庁舎）

■
電
力
、
ガ
ス
、
食
料
品
等

価
格
高
騰
緊
急
支
援
給
付
金

（
均
等
割
世
帯
）
　

　
　
　
　
　
　
８
０
０
万
円

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
応
事
業
と
し
て
、

６
月
定
例
議
会
に
て
議
決

済
み
の
住
民
税
非
課
税
世

帯
等
に
対
す
る
電
力
、
ガ
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●
令
和
５
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

脱
炭
素
事
業
や
コ
ロ
ナ
関
連
な
ど
に

５
億
円
弱
追
加
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総
額
１
１
８
億
８
千
万
円
弱
に

　
４
億
９
８
５
３
万
円
を
追
加
し
、
総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
１
１

８
億
７
６
４
４
万
円
と
す
る
も
の
。

　
概
要
は
、
脱
炭
素
対
策
費
と
し
て
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社

へ
の
事
業
補
助
金
や
出
資
金
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
事
業
と
し
て
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
に
対
す
る
電

力
、
ガ
ス
、
食
料
品
等
価
格
高
騰
緊
急
支
援
交
付
金
に
加

え
、
対
象
を
住
民
税
均
等
割
の
み
課
税
世
帯
約
４
０
０
世
帯

へ
の
経
費
等
の
増
額
。

　
ま
た
、
来
年
度
か
ら
教
育
委
員
会
が
総
合
セ
ン
タ
ー
へ
の

移
転
に
伴
う
費
用
や
、
佐
賀
地
域
の
工
業
用
地
整
備
事
業
概

略
調
査
委
託
費
用
な
ど
が
主
な
も
の
。

　
こ
れ
ら
に
対
応
す
る
歳
入
は
、
普
通
交
付
税
の
額
の
確
定

に
よ
る
増
額
、
国
・
県
支
出
金
及
び
町
債
な
ど
の
特
定
財
源

を
充
当
し
、
基
金
繰
入
金
で
収
支
の
調
整
を
行
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
可
決
（
全
員
）

主
な
補
正

一般質問の一コマ（９月１５日）

　９月８日から２０日まで開催。令和４

年度一般会計決算・特別会計決算、令和

５年度一般会計補正予算、条例の一部改

正、辺地計画の変更などの２１議案が提

出され、全議案が認定、可決された。

また、一般質問では８議員が町政への質

問・提案をした。

コ
ロ
ナ
関
連
で

 

　
　
追
加
の
支
援
を


